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１．はじめに

　本稿の目的は、憲法24条が意味するジェンダー
平等を実現させるためは、同条の両性の本質的平
等原理だけではなく、個人の尊厳原理の解釈も必
要であることを検討することである。
　その方法として、本稿は、マーサ・ミノウの指
摘した「差異のジレンマ」を手がかりとする。ミ
ノウの述べる差異のジレンマとは、人々を異なっ
て扱うことでその差異を強調する一方、人々を同
じように扱うことで差異を無関心にさせるとい
う、いずれの状況においても個々人間の差異をス
ティグマ化したりあるいはそれを排除したりする
状態である１。本稿は、このジレンマの構造にフェ
ミニズム理論を当てはめ、その観点から戦後の
ジェンダー格差の状況を検討する。そうすること
で、本稿は、憲法24条の平等の原理が、平等志向
と差異志向の相反する平等の解釈を是認してきた
ことを指摘する。
　戦後、日本国憲法には個人が性別によって差別
されない規定が掲げられた。それは、公的場面だ
けではなく家庭の場面についても個々人の平等を
保障した。それによって、民法をはじめとする個
別法は、ジェンダー平等を反映したものになっ
た。たとえば、現在、育児・介護休業法で男女労
働者がともに育児休業を取得することが保障され
ている。
　しかし、それにも関わらず、育児休業を取得し
たのは男性よりも圧倒的に女性が多い。実際、
2016年度に育児休業を取得した女性は81.8％で、
男性は3.16％である２。有期契約労働者に関して
も女性の育児休業取得率は70.0％、その男性の取

得率は3.42％である。
　また、育児を担う女性に関連して、国立社会保
障・人口問題研究所の調査によれば、出産を契機
に約６割以上（62.0％）の女性が離職している３。
この数値は、2005年第13回の同調査から変わって
いない。実際、出産や育児のために離職した女性
の約４分の１（26.1％）が、仕事と育児の両立が
難しいという理由で離職している。そして、出産
のために離職した女性が現在求職をしていない理
由は、「出産・育児のため」が最も多い32.9％で
ある４。
　しかし、出産や育児のために離職した女性の多
くは、就労の継続を望んでいる５。2014年の調査
によれば、女性の就労に関する意識は、「子ども
ができても、ずっと職業を続けるほうがよい」が
45.8％、「子どもができたら職業をやめ、大きく
なったら再び職業をもつほうがよい」が32.4％で
ある６。その数値は、1992年の同調査によると、
「子どもができても、ずっと職業を続けるほうが
よい」が26.3％、「子どもができたら職業をやめ、
大きくなったら再び職業をもつほうがよい」が
45.4％との数値を逆転したものになっている。
　上述の調査から、女性が出産や育児にかかわり
なく仕事を続けたいという意識が高まっているこ
とが分かる。それにも関わらず、実際には出産な
どで離職を選択している者が多数存在している。
その背景には、実際に就労の継続が実現できない
という現状がある７。このような状況では、女性
が出産や育児を行わずに男性と同様に就労するの
か、それとも男性と同様に就労を行うのではなく
出産や育児を行うのかという選択のジレンマが生
じる。
　このことを踏まえれば、憲法24条は両性の本質
的平等の原理だけではなく、個人の尊厳の原理も
置いて、その解釈を求めているのではないかと考
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えられる。本稿の考察は、憲法24条の再解釈を通
して、これまで他の条文と比較して軽視されがち
であった同条の存在意義の大きさを検討するため
の前提の一つである。本稿の以下では、まず、従
来の先行研究を確認する（2）。次に、マーサ・ミ
ノウのいう差異のジレンマを概観する（3）。その
後、差異のジレンマの構図にフェミニズム理論を
当てはめ、その観点からジェンダー格差問題を検
討し（4）、最後にまとめを行う（5）。

２．従来の憲法24条の見解

（1）憲法24条の法的性格についての見解
　憲法24条は、婚姻やその他の家族生活に関する
基本原理を謳った規定である。戦後、1946年に制
定された日本国憲法であるが、その24条は、総司
令部案（マッカーサー草案）作成の同年２月４日
から12日の９日間にベアテ・シロタ・ゴードンに
よって草案が起草されたものである８。その草案
は、妻の夫による支配を否定する家庭内のジェン
ダー平等に関するものだけでなく、親の強制を廃
止する規定や母性保護、児童の医療保障など社会
保障の規定が目立った。これらの規定は人権委員
会では承認されたが、運営委員会で削除されるこ
とになった。運営委員会が、社会保障に関する詳
細な規定について強く主張することで、日本政府
が反発し、憲法草案を全面的に拒否することを総
司令部が恐れたためである。そのような経緯で、
マッカーサー草案23条が成立した９。
　その草案は、同年２月13日に日本政府に提出さ
れた。しかし、日本の法文の体裁に合わず、憲法
に書く必要がない、条文を簡潔にするためなどと
いう理由で、マッカーサー草案の文言が次々と削
除された。その結果、婚姻を中心としていると読
める規定として、帝国憲法案が成立した。
　その後、帝国憲法案は第90回帝国議会に提出さ
れた。1946年６月からの帝国議会の審議におい
て、保守派議員からは、親子の忠孝の観点から家
族擁護論が主張され、他方で社会党などの左派議
員からは母子の保護の観点から家族保護論が主張
された。最終的に、この両者を排除する形で、家
制度の否定により、個人の尊重を基盤とした憲法

24条が成立した10。
　このような経緯で成立した憲法24条は、たとえ
ば、稲田正次も述べるように、旧来の家制度を否
定することを目的としたものである。すなわち、
憲法「第14条において法の下における平等の原則
は明掲されているのであるが、日本の社会に根強
く残存している封建的家族制度を一新する必要が
特に強かったので、このような規定が設けられた
のである」11。本節では、その憲法24条の法的性
格をめぐる従来の見解を確認する。
　同条の法的性格についての解釈は多岐にわた
る。すなわち、それは、制度的保障と解する見
解12、自由権と解する見解13、社会権と解する見
解14、自由権と社会権の２つの性格を併合するも
のとして両者を並行的に含意させると解する見
解15、国務請求権と解する見解16、公序と解する
見解17などのように解されていた。
　しかし、現在では、憲法24条を平等権と解する
のが通説的見解とされている18。この通説的見解
は、さらに次の２つに分類できる。まず、１つは、
平等の具体化とする平等権の特別則であるとする
見解19であり、もう１つが、平等権であるという
理解を基軸とするが、24条を13条と14条の２つの
特別則とする見解20である。
　まず、前者に関して、芦部信喜は次のように述
べている。すなわち、憲法24条は両性の本質的平
等の下で、何かしらの実質的平等が確保されれば
よいのであり、したがって、具体的な法律で常に
夫婦が同一の権利を持つことを保障しようとする
ものではない21。法学協会によれば、憲法14条に
よって男女が公的地位においても平等とされる以
上、夫婦の対等も当然のことであるとして、憲法
24条は、家庭生活における14条の平等の適用にほ
かならない22。山本浩三も「日本国憲法24条は、
この半封建的な家族制度の存在を認めず、近代的
な個人的家族制度の原則を宣言している」23と述
べている。佐藤幸治によれば、家制度を否定する
憲法の趣旨から、24条は14条の１項を受けてさら
に入念に規定されたものである24。また、戸松秀
典も、憲法24条に定める内容も、14条１項から導
かれることであると述べている25。君塚正臣は、
憲法制定過程で確認されたものが上述の24条の目
的であることを踏まえて、その力点は平等という
ところにあると解している26。このことから、24



早稲田政治公法研究　第114号

35

条を平等権の延長として捉える立場が有力化した
ことには一定の理由があるとして、24条の規定が
「両性の合意」や「両性の本質的平等」を重ねて
明示することからしても、君塚は24条の平等権的
性質を否定できないと述べている27。
　次に、後者に関して、たとえば佐藤功は次のよ
うに検討している。すなわち、憲法24条が家制度
を否定することを踏まえ、憲法13条及び14条の原
理が、家族生活の分野において、法律により実現
するという平等原則を具体化したものであるとし
ている28。また、大山儀雄によれば、憲法24条は、
個人の尊厳と両性の本質的平等が同時に「婚姻お
よび家族生活の領域において具体化された規定で
ある」29。辻村みよ子も憲法24条「の規定は、憲
法13条・14条の原則を家庭生活の場面に具体化し
たものである」30と述べている。さらに、明治憲
法時代の男尊女卑思想に貫かれた「家」制度の解
体と、前近代の克服として新しい近代的な家族制
度の構築を支持するために設けられた憲法24条
は、13条と14条からも当然に導かれるものである
という見解もある31。
 この立場の見解が示すように、憲法24条が家庭
生活における憲法14条と13条の２つの原理を内包
するものであるとして、両者がともに重要である
と捉えられている。

（2）憲法24条の原理の関係についての見解
　憲法24条は、「個人の尊厳」と「両性の本質的
平等」の２つの原理を規定しているが、先行研究
では、憲法24条の法的性格を平等権と解すること
によって、後者の「平等」に重点が置かれてきた。
２つ目の通説的見解についても各論者も24条が14
条と13条を内包するとしているが、14条と13条が
先行していると解されているためか、24条上にお
いて13条との関係については、家族法学者の利谷
信義をはじめわずかな論者しか検討していない。
　利谷信義は、24条の「個人の尊厳」について次
のように言及する。すなわち、平等の具体化とす
る通説的見解である24条であるが、その平等保護
の対象とする13条の個人の観点から、24条は「個
人の尊厳」という文言が「両性の本質的平等」と
並列に示されることについてほとんど考慮されな
かった。その結果、この規定によって保障される
べき家族の在り方を示し、憲法の基本理念の内容

をより豊かにするはずの理論展開が、日本の憲法
学においては十分に果たせなかったのである32。
　利谷も述べるように、従来の研究では、「平等」
に重心が置かれていた。そのために、憲法24条は、
なぜ両性の本質的平等原理だけではなく、個人の
尊厳原理も置いているのか、ということについ
て、憲法学の観点から考察する必要がある。
　これに関して、辻村みよ子は次のように述べて
いる。すなわち、憲法24条に個人の尊厳原理が置
かれたのは、憲法制定過程33で家族主義よりも個
人主義が重視されて、個人の尊重に重点を置いた
改革が志向された結果であり、「個人の、人間と
しての尊厳」の趣旨である34。
　また、若尾典子は次のように検討している。す
なわち、憲法24条が、日本国憲法の掲げる個人主
義の基本的性格と結びつくものとして、同条の目
的である「家制度からの解放が、憲法の個人主義
の出発点であるとすれば、それは13条の『個人の
尊重』が規定されると同時に、24条において家族
関係は『個人の尊厳』と『両性の本質的平等』に
よらなければならない」35。
　この辻村と若尾の見解は、憲法24条の「個人の
尊厳」の意義について検討するにとどまってお
り、辻村と若尾も憲法24条の「個人の尊厳」と「両
性の本質的平等」の関係については、何ら検討し
ていない。また、先行研究の知見を踏まえ、憲法
24条が平等を重視していたと解釈するのであれ
ば、同条のなかの「個人の尊厳」と「両性の本質
的平等」の原理のうち、後者の解釈のみでよいと
考えられる。
　しかし、上述の通り、辻村によれば、憲法24条
の法的性格に関していえば、同条は「憲法13条・
14条の原則を家庭生活の場面に具体化したもので
ある」36。それを踏まえ、辻村は憲法24条と13条
の関係に関して次のように述べている。「憲法理
論上は、家族領域での実質的平等の保障は24条に
委ねられているという原則を確認し」37て、「24条
と14条の保障内容を明らかにすること、さらにこ
れらの平等規定と13条の関係を明らかにすること
が課題」38である。つまり、辻村は24条と14条の
平等規定と、24条と13条の関係、14条と13条の関
係を明らかにすることが課題であるとしている。
辻村は憲法24条が13条と14条の原則を具体化した
ものであるという見解を採っていることから、憲
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法24条上における「個人の尊厳」と「両性の本質
的平等」についての関係についても明らかにする
ことも含意されていると考えられる。しかし、そ
れは課題として述べられているに留まるものであ
り、その検討は行われていない。そのため、その
課題について検討を通して明らかにしていくこと
が求められる。そこで、本稿では24条にある「両
性の本質的平等」の原理と「個人の尊厳」の原理
の関係において、前者の平等の解釈だけでは憲法
の保障した平等の意味を反映させるのに不十分な
ために、後者の解釈も求められていることを明ら
かにする。

３．差異のジレンマ

　マーサ・ミノウは、彼女の著書、Making All 
the Difference のなかで差異と平等のジレンマを
「差異のジレンマ」と呼んでいる39。ミノウのい
う差異のジレンマは、民族、障害、人種、性、宗
教などによる差別や抑圧からの解放を求める主張
の内部において、差異志向と平等志向の相反する
主張に別れて対立する状況である40。
　ミノウは、同書のなかで二か国語教育、障害者
に対する教育などを取り上げながら、マイノリ
ティとメインストリームとの関係について差異の
ジレンマ論を展開している。その差異のジレンマ
に性差別の例も当てはめられている41。たとえば、
職場での女性の関係では、女性の男性と異なる生
物学的な差異は、職場での特別な便宜を正当化す
るように展開される42。それは、女性の生殖機能
への身体への影響や出産後の休暇に対する安全な
保護があげられる。
　しかしながら、そのような女性のための特別な
保護は、女性が職場から排除されていることや男
性との競争を控えさせられているという消極的な
ステレオタイプの構図に男女のあり方が強いられ
る可能性がある43。つまり、妊娠し、主に育児の
責任を持つ女性は、ほとんどの労働現場では男性
とは「異なった」人々とみなされ、女性への抑圧
という問題が生じ得る44。一方で、男性と平等に
女性が取扱われるのであれば、男女の生物学的な
差異も考慮されず、当然ながら女性に対する上述

のような保護は与えられないという問題が生じ得
る。
　つまり、ミノウによれば、ジェンダーに関する
差異のジレンマは、次のように考えられてきた。
生物学的な差異から、職場で女性に妊娠休暇のよ
うな特別な保護を正当化することは、女性を保護
することになるのか、それとも女性に男性と平等
ではない存在であるとして女性を侵害することな
のか、である45。女性のみに与えられる出産休暇
のような特別な取扱いは、女性の出産機能という
特定の差異に注目して与えられる46。このように
女性が育児を担う反面で男性が働くという、男女
の自然な差異であると一般に考えられてきた役割
は、社会的に男女の上下関係、支配従属関係とし
て捉えられる47。こうした関係は、生物学的な性
差を最終的な根拠とする男女の社会的役割、男女
それぞれの固有の特性、行動、考えなどとして正
当化される48。そのため、男性に対して女性にス
ティグマが残るのである。
　差異のジレンマに対して、ミノウは平等志向と
差異志向のどちらも解決策にはならないと述べて
いる49。平等志向については、差異のジレンマの
解決策としての中立性はそれ自体、ジレンマを悪
化させるという捉えどころのない目標である。そ
れは、特に政府が政策決定を行う場合、政府の中
立性は過去における差異の結果を適当に固定する
からである50。しかし他方で、差異志向について
は、公的な決定と私的な決定を拘束する公的な規
則は、政策決定者が差異を用いるという方法を変
え得ることができるかもしれない。しかし、公的
な規則のまさにその特性は、それらの差異の特徴
を強調するかもしれないから解決策にならないの
である51。
　次章では、差異のジレンマの構図をジェンダー
格差の問題に適用させて検討し、差異のジレンマ
の解決策が存在するのかを検討したい。

４．差異と平等──フェミニズムから

　差異のジレンマの構図にジェンダー格差問題を
適用させた場合、フェミニズムは、女性の解放と
いう共通している目標を掲げながらも差異志向と
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平等志向の対立を意味する。それを本章では、
フェミニズムに則して検討する。

（1） フェミニズム理論の概観──第１波フェミニ
ズムと第２波フェミニズムに着目して──

　現代の憲法に影響を与えた思想に自然権思想が
ある。それはすなわち、人間は生まれながらにし
て自由で平等であるというものである。この思想
は、1776年のアメリカ独立宣言の下地にもなっ
た。その後、1789年のフランス人権宣言において
もその思想は受け継がれ、その１条では「人は自
由かつ権利において平等なものとして生まれ、生
存する」とした。
　しかし、ここで注意しなければならないのは、
スーザン・オーキンも指摘するように、当時この
平等の主体に女性が含まれるとは考えられていな
かったことである52。自然権思想は、リベラリズ
ムの伝統を個人の権利と人間の平等を基礎にして
いるにも関わらず、その主体である「個人」は、
家父長制的家族における男性家長と考えられてき
た53。
　このようにリベラルな法の主体として女性が排
除されていたことを批判してきた思想にフェミニ
ズムがある。フェミニズム思想における平等概念
は、大きく分けて３つある。まず、第１波フェミ
ニズムに代表されるように、男性の公的権利の女
性への拡大を求める主張である。次に、第２波
フェミニズムにおける私的領域の女性の抑圧を告
発する主張である。そして、第３波フェミニズム
は流動的で現在定まっていない。しかし、ポスト
モダン・フェミニズム54がそれに該当するという
見解がある55。
　本稿では、第１波フェミニズムと第２波フェミ
ニズムに注目して検討を行う。
　まず、第１波フェミニズムは、男性と同様の参
政権を求めることから始まった。したがって、こ
の思想は、男女の差異を捨象し、女性を男性と同
等に扱うことを求めるものである。それは、女性
と男性を同化させることでもある。この第１波
フェミニズムの特徴から、このフェミニズムはミ
ノウの差異のジレンマの平等志向に位置づけられ
る。
　第１波フェミニストのオランプ・ドゥ・グー
ジュは、1789年の人および市民の権利宣言の「人」

と「市民」の抽象的な表現のなかには女性が含ま
れていないことに対し、女性の無権利状態や女性
の権利の無視に対する批判を込めて、1791年に
「女性および女性市民の権利宣言」を発表した。
ほぼ同時期のイギリスにおいて、メアリ・ウルス
トンクラフトも彼女の著書のなかで、男女の同
権、男女の機会均等、男女の教育の平等などを主
張した56。その後、J・S・ミルも同様に男女同権
を説いた57。フランスやイギリスの第１波フェミ
ニズムと同様の流れは、1848年にアメリカでも起
こった。
　このような第１波フェミニズムに対して、1960
年代以降、第２波フェミニズムはアメリカで始
まった。第１波フェミニズム運動の成果もあり、
女性にも参政権が認められるようになったが、
ジェンダー差別はなくならなかった。その原因
は、実は、家庭のなかにあることを暴こうとした
のが、第２波フェミニズムである。その延長上で、
このフェミニズムは、女性のもつ特質の擁護を主
張した。すなわち、第２波フェミニズムでは、そ
れまで女性が主に担ってきた私的領域における家
事や育児の役割に価値があることを要求したもの
である。このように、男性と異なった女性の特性
とされる家事や育児の役割を強調することから、
このフェミニズムは差異のジレンマの差異志向に
当てはめることができると考えられる。
　第２波フェミニズムの火付け役となったのが、
ベティ・フリーダンである。フリーダンは、
NOW（National Organization for Women）58の初
代会長として1960年代から1970年代のアメリカに
おける女性解放運動の中心的存在になり、著書の
なかで、中流階級の専業主婦の抑うつ状態を問題
にして、主婦の社会進出を促した59。
　第２波フェミニズムは、「個人的なことは政治
的なことである」というスローガンに表れている
ように、ジェンダーの政治的、経済的不平等だけ
ではなく、セクシュアルな関係のなかにも権力関
係があり、それを覆そうとする流れを生み出し
た。このフェミニズムは、ラディカル・フェミニ
ズムであり、第２波フェミニズムをリードする役
割をした。たとえば、ケイト・ミレットは、1970
年に著書の Sexual Politics60を著した。そのなか
でミレットは、近代的核家族に存在する男女間の
男性優位の権力関係を「家父長制」と呼び、親密
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な私的領域における個人的関係であるとみなされ
てきた男女関係が政治的意味を持つものであるこ
とを明らかにした。
　その「家父長制」の起源を明らかにしようとし
たシュラミス・ファイアストーンは、1970年の著
書61のなかで、男性優位の起源が生物学的な核家
族の生殖の単位にあるとした。さらに、ミレット
やファイアストーンの理論を継承し発展させた
ジュリエット・ミッチェルは、「家父長制」を意
識と文化的抑圧形態ととらえ、マルクス主義と
フェミニズムの統合を目指した62。
　このように、理論展開してきたラディカル・
フェミニズムは、19世紀以来のマルクス主義婦人
解放論の見解63がジェンダー差別の問題を後回し
にすることを批判した。それとともに、ラディカ
ル・フェミニズムは、ジェンダー差別の根源は資
本主義とは別の家父長制の文化にあるとした。こ
のような批判を受け止めたマルクス主義者は、家
父長制を階級と同格の問題として扱うことでフェ
ミニズムとの融合を目的とするマルクス主義フェ
ミニズムの流れを生み出した。
　そのラディカル・フェミニズムの潮流の一つで
あるマルクス主義フェミニズムの主張として、マ
リア・ローザ・ダラコスタが『家事労働に賃金
を』64を著し、家事や育児の役割に経済的価値が
あることを要求した。このように、第２波フェミ
ニズムでは、男性と異なる女性の特性の価値の賞
賛を求める動きがあった。

（2）フェミニズム理論からの検討の必要性
　ここまでで第１波フェミニズムと第２波フェミ
ニズムの展開をみてきた。従来の憲法上のジェン
ダー平等に関する権利の見解には、上述のような
フェミニズムの見解が欠落している。
　近代憲法は、リベラリズムを基調としている。
このリベラリズムの下では、公私二元論の下で公
的領域に国家が該当し、私的領域に主に家庭が該
当するという構図を取っていた。近代憲法は、公
的領域に属する国家権力である公権力を対象とし
て、権利の享受主体も男性を想定していた。アリ
ストテレスの説く平等論65がフェミニズムのなか
で批判されているように、権利の主体に女性は含
まれていなかったのである。
　この構図において、第１波フェミニズムのよう

に、男性が享受していた権利（たとえば参政権な
ど）を女性にも拡大することを要求するフェミニ
ズムの見解であれば、憲法の枠組みのなかに収ま
る。しかし、第２波フェミニズムが主張したよう
に、私的領域において、家庭内やセクシュアルな
関係におけるジェンダー差別を指摘し、その是正
を求めるというフェミニズムの見解が憲法では欠
落していたといえる。このように見ていくと、リ
ベラリズム下の近代憲法と主に第２波フェミニズ
ムの見解には、たしかに緊張関係が生じる66。
　しかし、日本国憲法は公的場面において男女の
平等を実現しようとする14条の法の下の平等だけ
ではなく、24条で両性の本質的平等と個人の尊厳
の原理を置き、家庭を規律している。それにも関
わらずに、家庭内で性別に基づく役割なども是認
されてきたために、性別による役割が固定化さ
れ、出産や育児は妻が担うことになり、妻が公的
領域67に進出することが困難になっている。
　このような状態が示すように、現実においては
ジェンダー差別がなくなっていないのである。こ
のことから、第２波フェミニズムが注目したよう
に、社会におけるジェンダー差別と家庭内のジェ
ンダー差別に関わりがあるのではないかと検討す
る。そのために、家庭内のジェンダー平等を規定
した憲法24条について注目することが求められる
のではないかと考えられる。
　先行研究で示されているように、従来、憲法24
条は14条を受けた規定であると一般に解釈されて
きた。しかし、第２波フェミニズムが主張するよ
うに、憲法14条が保障する公的場面における男女
の平等が実現しない背景として、憲法24条が規定
する両性の本質的平等が実現していないことがあ
る。こうした見解は、従来の憲法の研究では見出
されていない。そのため、第１波フェミニズムと
第２波フェミニズムの両者のフェミニズム思想を
踏まえ、憲法のジェンダー平等について検討する
必要がある68。

（3） フェミニズム理論からの検討──現在のジェ
ンダー差別状況に則して

　近代立憲主義の下で、女性も男性と平等に憲法
の権利主体に含まれることが保障されているの
は、日本国憲法も同様である。第１波フェミニズ
ムで問題とされたように、公的領域における平等
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の主体は男性家長だけではない。グージュも主張
したように、「人」や「個人」という抽象的な言
葉のなかには、男性のみならず、女性も平等の主
体に含まれる。
　しかし、それは、上述のように第２波フェミニ
ズムの要求した平等を意味するものではない。女
性も権利主体であるといっても、それは性別の特
性に基づいたものではない。なぜなら、男女の差
異を強調することは、ジェンダー差別を解決する
よりも、むしろこれを強化することになるからで
ある69。
　そこで、フェミニズム理論において、平等志向
と差異志向のどちらが差異のジレンマの解決策と
してふさわしいのか、どちらもふさわしくはない
のかを戦後のジェンダー格差問題に当てはめて検
討したい。

①平等志向
　まず、平等志向についてみていきたい。憲法24
条の法的性格を平等権とみる見解は、憲法14条の
平等を24条が受けたものであると位置づけられて
いる70。そうであれば、その平等が意味するのは、
男性が享受主体として得ていた政治的、社会的、
経済的権利を女性も得ることが保障されるべきで
あるとして、いわば、男性の基準に女性を合わせ
た平等である。
　その平等志向のフェミニズムの戦略は、制度的
な平等の獲得に特に威力を発揮する71。平等志向
はフェミニズムのもっとも正統的な戦略である。
男性と女性の間の取り扱いにおける明白な差異が
あれば、それを差別として告発し、その解消を訴
えていくからである。たとえば、女性に参政権が
ないのは、参政権に関して男女間に社会的な取り
扱いに違いを設けていることになるので、差別で
あるということである72。
　このような平等志向は、法をはじめとする制度
に書き込まれているものがその代表である。たと
えば、参政権などの政治的権利、男女同一賃金制
度、雇用の機会均等などの経済的権利があげられ
る73。これらは、女性が男性の基準に合わせるこ
とによって達成される平等である。たとえば、労
働場面では、女性が男性のように長時間労働を
行ったり、それによって男性と同様の成果を出し
たりすることにより、初めて女性は男性と平等に

扱われるようになる。
　しかし、男性を基準とした平等が制度的に保障
されたとしても、現在の社会で女性は男性と同様
に労働することができない現状がある。そこに平
等志向の限界があるといえる。たとえば、2012年
の「家族と性役割に関する意識調査」74によれば、
配偶者がいて18歳未満の子どもを持つ男女が家事
にかける週間平均時間は、男性が12.0時間、女性
が53.7時間となっている。これを割合でみれば、
日本の男性の家事分担率は18.3％である。この割
合に対し、男性の家事分担率の高いスウェーデン
は42.7％、日本の順位のすぐ上のチリの割合は
24.5％であり、日本は世界最下位の数値となって
いる。
　また、日本における2010年の核家族世帯の割合
は56.3％であり、今後も核家族化が進むと予想さ
れている75。2012年の「幼児の世話は、最初に誰
がするべきか」76という調査では、「家族」と答え
た割合が、76.5％である77。この調査では、多く
の世帯が幼児の世話を家庭内で担うということを
示している。核家族世帯が半数以上を占める日本
において、家族で幼児の世話を行うのであれば、
その担い手は上述の調査の結果からも、女性であ
るとわかるだろう。このように家事や育児を担っ
ている女性の割合は、専業主婦のみの割合ではな
い。つまり、夫婦が共働きであっても家事や育児
を担う割合に夫婦間の格差が生じているのであ
る。したがって、就労している女性は、「仕事」
と「家事や育児」78という二重の負担を背負って
いるのである。
　この負担の大きさから、本稿の冒頭でも触れた
とおり、約６割以上（62.0％）の女性が出産を契
機に離職している79。つまり、女性が男性基準で
働くことが困難であるために男女の働き方にも差
異が生じている。たとえば、男性の割合を100と
した場合、女性の割合は73.0であるとする男女の
賃金格差が生じている80。これと関連して、厚生
労働省の全国の企業を対象とした2016年の調査に
よると、管理職に占める女性の割合は、課長相当
職以上が12.1％、係長相当職以上が12.9％である
ように企業の管理職の男女の割合の違いが大きい
という実態がある81。この実態が示しているよう
に、実際の日本社会では女性が男性を基準として
生活をすることが困難な現状がある。
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②差異志向
　これに対して、次に、差異志向についてみてい
きたい。差異志向は女性を男性と異なった存在で
あることを前提とし、女性のもつ特質とされる母
性や女性らしさを称揚し、擁護することを要求す
る。第２波フェミニズムが主張したように、男女
の性別によるその特性の賞賛を要求する差異志向
は性別役割分業に基づき、男女の役割の価値の平
等を求めることを意味する。
　それに関連したものとして、税制度の配偶者控
除や配偶者特別控除82があげられる。戦後の民法
改正によって夫婦別産制度が導入された。この制
度は、民法762条１項に規定されており、特別な
契約83をしない限りは婚姻が成立する前に夫婦各
自が築いた財産については、その各自の財産とさ
れる84。実状として、この制度の下では夫婦間の
性別役割分業下で、既婚女性が主に家庭内の家事
や育児を担うことによって経済基盤を持たなかっ
た。このことから、夫婦間の経済的な不平等が生
じた。この状況から「内助の功」や「妻の座権」
など労働の評価が議論されるようになり、1958年
の臨時税制委員懇談会85で配偶者控除の制度が考
えられた。その理由として、妻は家事や育児を行
い、夫の所得稼働に貢献しており、夫婦の所得は
一体とみることが自然であると考えられた86。
　ほぼ同時期の1960年に主婦の経済的評価を求め
る動きとして、水田珠枝が『朝日ジャーナル』
1960年９月25日号で「主婦労働の値段──わたし
は“主婦年金制”を提案する」を発表した。この
なかで水田が主婦年金制を主張していたよう
に87、主婦の労働の賞賛を求める動きがあった。
このフェミニズムの議論において、主婦論争が引
き起こされた時期と配偶者控除創設の時期が、ほ
ぼ同時期であるといえる。主婦の労働賃金とは性
質が異なるが、水田の主張する主婦年金制は、専
業主婦の労働の尊重を求めることを目的とするも
のであった。つまり、主婦年金制も男性とは異な
る差異志向に基づく主婦の価値の承認を求めたも
のと考えられる。
　このような動きのなかで、臨時税制委員懇談会
を踏まえ、1961年に配偶者控除が導入された。こ
の制度は、配偶者（妻）の所得金額が103万円以
下である場合には、夫が38万円の所得控除を受
け、妻も課税所得金額がゼロになり税制上優遇さ

れる。
　その後、1985年には、妻の無年金を防ぐことを
目的として、国民年金の第３号保険者制度が導入
された。これは、専業主婦は保険料を支払わなく
てもよいとされたものであり、専業主婦である妻
に税制度上の優遇を与えるものである。すなわ
ち、婚姻関係を打ち切られた場合に、多くの妻は
無年金となることから、国民年金、厚生年金、共
済年金共通の基礎年金制度ができたときに、第３
号被保険者は、年金負担が無くても国民年金に加
入できるようにしたものである88。
　さらに、1987年に専業主婦の世帯の税軽減とな
る配偶者特別控除が導入された。その前年の税制
調査会の答申で、この制度の導入に関し、主とし
て家事労働を行う配偶者の貢献といった事情を念
頭に置き、パート逆転現象への対応、消費税の導
入を前にしたサラリーマンの減税を図るなど説明
がされていた89。この制度は、納税者の給与所得
金額が1000万円以下で、配偶者の年収が103万円
以上141万円未満の場合に、38万円を限度にして
段階的に控除を得られるものである。
　この税制度によって、夫婦が共に働いている世
帯と比較し、夫のみが稼働している世帯の税負担
が軽減されたのである。同様にそれからは、次の
ようなことも指摘できるだろう。すなわち、専業
主婦の配偶者に対する税制優遇措置として導入さ
れたそれらの制度は、その優遇措置ゆえに、多く
の妻が労働を行うとしても控除範囲内の収入内で
働くことになり90、性別による役割分業を助長す
る機能を有していたのである91。これは、男性と
は異なる女性の役割を評価する差異志向に関連す
るものと考えられる。つまり、配偶者控除や配偶
者特別控除は、性別役割分業構造を固定化し、妻
が家事や育児を担う専業主婦であることを賞賛す
るものとして機能したのである。この点に鑑みれ
ば、それらの税制度は、差異志向の平等を意味す
るものとしてうまく作用しているといえる。
　しかし、その差異志向の限界として、次の２点
があげられる。１点目は、家父長の影響を受ける
家族構造である。家父長は、明治民法の家制度の
下で規定されていたものであるが、家制度の下で
は家父長が戸主として家族の中心となり家族を支
配していた。夫婦は不平等な関係と規定されてい
た。その規定によれば、妻は制限能力者として扱
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われ、夫に従わなければならなかった。たしかに、
女性の戸主も存在した。しかし、それはごく稀な
事例であった。圧倒的多数の戸主は男性であり、
女性である妻が夫に従っていた状況であったので
ある。そのため、家制度はジェンダーと法の問題
で考察される際、女性差別の問題で検討されるこ
とが一般的である。
　憲法24条の下での現行戸籍制度でも夫婦を中心
とした家族を基本的な単位としている。その６条
で「夫婦およびこれと氏を同じくする子」と規定
しているように、現在においても法的に家族は団
体ととらえられている場面がある。このような家
族内では、夫が支配力を持ちそれに妻が従うとい
うように夫婦間で差別的に機能した92。なぜなら、
明治民法下の家制度の慣習の根強さから、戦後の
改正民法の下で夫婦を中心とする家族の構造は、
夫を「夫人」としてみる家父長意識が重ねられて
いったからである93。
　そのように夫が妻を支配するという構造に関連
するが、２点目は、性別役割分業構造である。戦
後、家制度を否定することを目的として制定され
た憲法24条によれば、家族は、家制度に替わる夫
婦による協議の規定の運用に依っていた。しかし
その協議は、実際には性別役割分業によって、家
庭内で経済力をもつ夫の主導権を確保するもので
あり、夫婦間の平等を確保するものではなかっ
た94。その実態は、フランシス・オルセンも指摘
するように、公私二元論の下で経済力をもつ家族
の強者（夫）にとっては都合がよいが、経済的に
自立できない弱者（妻）に対しては不利益に機能
する95からである。
　性別役割分業の下で妻が家事や育児を行うこと
で、妻のキャリア形成が妨げられることになる。
すなわち、妻が主に家事や育児の役割を担うこと
から、妻の就労が非正規雇用になり、妻の経済的
な自立が困難となる。そしてそれが、家庭内で妻
が夫に従属する原因となっているのである96。
　実際、配偶者控除が制度として保障されている
としても、経済力の基盤を持っているのは主に男
性である。それゆえに、男性は経済的に自立して
一人でも生活はできる。一方、配偶者控除は妻が
夫と夫婦として考えられることで税制上の優遇が
受けられるという制度であり、妻が個人としての
優遇を受けるものではない。つまり、妻は夫と

セットになってはじめて夫の配偶者となり、税制
上の優遇措置を受ける資格が得られることになる。
　その点で、妻が税制上、優遇されるのであれば、
妻の労働を制限して配偶者としての恩恵を受ける
ことの方が合理的であると考えられる。そのた
め、配偶者控除は、特に既婚女性が経済的に自立
するための働く意欲を削ぐものである。つまり、
配偶者の控除に関する税制度は、既婚女性が市場
で労働する足かせとなり、課税の公平性、男女の
中立性を損なってきたのである97。
　確かに、日本では、性別役割分業に基づく男女
差別を是正させるために、1999年に男女共同参画
社会基本法が制定された。同法の制定は、1975年
の国際婦人会議からはじまる1995年の北京世界女
性会議までの国際的な動きを背景としたものであ
る。その４条では、男女共同参画社会の形成のた
めに、制度や慣行に配慮する旨を規定している。
さらに、その６条で、性別による役割分業に基づ
くものではなく、家庭内の男女平等に関して家庭
生活における活動と他の活動の両立を実現するよ
うに規定している。
　しかし、現在、日本においては、配偶者控除の
ような性別役割分業を助長させるような制度も併
存している。その税制度は、人々に配偶者控除を
得るような合理的な働き方を選択させている。そ
の配偶者控除の優遇措置ゆえに、多くの妻が労働
を行うとしても配偶者控除の範囲内の収入で働く
ことになる。たとえば、労働政策研究・研修機構
の調査によれば、一般短時間労働者のうち、
34.5％が就労調整をしていると回答した。その理
由として、「自分の収入に所得税がかからないよ
うにするため」が42.0％、「配偶者控除の適用を
受けるため」が42.0％、「配偶者特別控除の適用
を受けるため」は16.0％、「配偶者の社会保険被
扶養者として加入するため」が42.0％であっ
た98。この調査結果からも、多くの妻が配偶者と
しての恩恵を意識して働き方を自ら制限している
ことがわかる。この点からも配偶者控除制度は、
性別による役割分業を助長するように機能してい
る99。

③まとめ
　以上、フェミニズムの観点から戦後の日本の
ジェンダー格差問題を踏まえれば、憲法が意味す
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るジェンダー平等とは、第１波フェミニズムが要
求した女性が男性化して男女の差異を捨象するも
のではない。また、第２波フェミニズムが要求し
た男女が異なる役割を行うという価値の賞賛を求
めるものでもない。したがって、差異のジレンマ
に対して、ミノウも述べるように、平等志向と差
異志向のどちらも差別の解決策にはならないので
ある100。
　憲法が意味するジェンダー平等とは、男女がと
もに共通する基準を持ち、それを満たす平等を指
すものである。その男女がともに共通する基準
は、たとえば中里見博も述べるように、男性の役
割・行動・考えに女性のそれを合わせようとする
ものではない。反対に、それは、従来女性が担っ
てきた営みや考え方などのもっている積極的な価
値を再評価していくものである101。具体的には、
雇用における女性差別を是正する際に、家庭や地
域活動との両立を常に行ってきた女性たちの働き
方を合わせ、それを労働者一般の基準にすること
である102。このジェンダー平等を憲法が示し、そ
れを実現させるために憲法24条は両性の本質的平
等の原理だけではなく、個人の尊厳の原理も置い
てその解釈を求めているのではないかと考えられ
る。

４．結びにかえて

　本稿は、憲法24条の両性の本質的平等の位置づ
けについて、マーサ・ミノウの指摘した差異のジ
レンマを手がかりとして、憲法24条の両性の本質
的平等と個人の尊厳という２つの原理について、
両性の本質的平等の原理だけの解釈の限界を検討
した。
　差異のジレンマの構図にフェミニズム理論を当
てはめて戦後日本のジェンダー問題を検討するこ
とで、本稿は、ミノウ自身が述べた同様の結論に
たどり着いた。戦後のジェンダー平等をめぐる解
釈に関しても差異志向と平等志向のどちらも憲法
が掲げる平等を示唆するものとはならないのであ
る。つまり、憲法24条の平等は、平等志向と差異
志向と相反する解釈が同時に平等として是認され
てきたということである。そのように平等につい

て、相反する解釈が同時に是認されることを避け
るために、日本国憲法の制定時において、憲法24
条では、個人の尊厳原理も置かれたのではなかろ
うか。また、戦後70年以上経った現在においても
なお見られるジェンダー差別の状況に鑑みると、
むしろ、上述のように是認されてきた状況を打破
するために、憲法24条に両性の本質的平等原理と
個人の尊厳の原理を置いて、憲法24条の平等の解
釈を求めているのではなかろうか。
　憲法が意味するジェンダー平等は、男女がとも
に共通する基準を持ち、それを満たす平等を指す
はずである。本稿では、そのジェンダー平等を実
現するために、憲法24条は両性の本質的平等の原
理だけではなく、個人の尊厳の原理も置いてその
解釈も必要とされるという問題提起に留まる。
　そのように憲法24条を解釈していくことで、憲
法が意味した平等の意義が明らかになる。その検
討から、先行研究の見解が示している憲法13条と
14条を受けた規定である憲法24条の規範関係が、
むしろ憲法24条から憲法13条と14条の関係を見直
すことを可能にするのではなかろうか。検討の可
能性を実現させるためには、憲法制定過程から憲
法24条の「平等」について検討することが必要で
ある。それは、筆者の研究課題である憲法24条の
再解釈を通して、これまで他の条文と比較して軽
視されがちであった同条の存在意義の大きさを検
討するための前提の１つとして、本稿の検討とと
もに求められるものである。つまり、筆者の次の
課題は、本稿で限界を指摘した憲法24条の「平等」
には、何の理念が込められていたのか、を検討し
なければならないことである。憲法24条の「平等」
は、同条の草案を書いたベアテ・シロタ・ゴード
ンが、同条の平等に家制度と男性優位社会の強い
否定を込め、婚姻による夫と妻の横の関係の平等
を強く保障しようとしたことがまず考えられ
る103。そのような背景を踏まえると、憲法24条が
意味しようとする平等は特性論に基づく平等では
ないといえる。しかし、第90回の帝国議会におい
て、憲法24条をめぐる議員たちの議論などを通し
て、シロタの意図した理念が全て憲法24条に反映
されたものにはなっていないという経緯があ
る104。
　憲法24条の成立については、本文中でも少し触
れた。しかし、それは、本稿の一章分として容易
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に扱うことはできない。したがって、憲法24条の
意味する「平等」を追い求めて、戦後の憲法制定
過程からその「平等」の意味の検討は別稿で行い
たい。
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